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東日本大震災による災害廃棄物の広域処理についての見解 
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 政府は、東日本大震災において岩手県、宮城県で発生した災害廃棄物約２０４５万トン

のうち約４００万トンの処理を全国の自治体に要請しました。 

 京都府の山田知事は、府内市町村に受け入れを呼びかけ、４月６日には「舞鶴市、宮津

市、福知山市、京丹波町が前向きに検討している」との回答を環境省に送付しました。 

 京都市も焼却灰を i大阪湾広域臨海環境整備センター（フェニックス）への埋め立てを前

提に、３か所の焼却施設で試験焼却する意向を伝えています。既に受け入れを表明してい

る大阪市も海面埋め立て（北港処分地、フェニックス）の方針ですが、ii国が海面処分の安

全指針を策定していないため、京都市を含め広域処理ありきで「出口なき廃棄物処理」と

いう事態になってます。 

３月２８日山田知事は、京丹波町の iii瑞穂環境保全センターを訪れ、京都での焼却灰の

みならず、大阪湾フェニックスでの埋め立てが無理な場合は、京都府に要請があれば保全

センターで埋め立てる意向を明らかにしています。続いて４月４日には舞鶴市で「舞鶴は

焼却と埋め立ての施設があり条件が整っている」と述べ試験焼却を依頼しました。 

 全国的には多く自治体が受け入れを拒否し、３月２５日に独自の受け入れ基準を決定し

た関西広域連合においても、和歌山、徳島両県が「現時点では困難」との立場を表明して

いる中で、京都の広域処理推進に向けた対応は住民説明、合意を無視した突出した動きと

言えます。 

 

 自治体の基本的責務は「住民及び滞在者の安全、健康及び福祉を保持すること」（2000

年改正前の地方自治法）にあり、地方自治体が災害廃棄物を受け入れる場合でも、住民の

命と安全を守る立場からの慎重な対応が必要であると考えます。 

 私たちは、災害廃棄物の処理問題に際して、住民と地域の命と安全を第一とし、被災し

た地域の真の復興に資するものにする必要があるとの立場から次の見解を明らかにするも

のです。 
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■「封じ込め、拡散させない」を基本にした対応をとること 

 

 １９９５年の iv阪神淡路大震災における約２０００万トンの災害廃棄物は２年あまりで

９割以上を処分し復興への足掛かりとしました。今回の災害廃棄物の処分の大きな立ち遅

れは、地震と津波による被害の甚大さだけではなく、主要な要因は東京電力福島第一原子

力発電所事故による放射能汚染によるものであり、その責任は、東京電力と国にあること

は明らかです。 

 国際的事故評価尺度レベル７という原発大事故で放出された膨大な量の放射性物質は、

大気、海洋、土壌を広範囲に汚染し、瓦礫となった災害廃棄物も同様に汚染されました。 

 「放射性廃棄物は、封じ込め拡散させないことが原則」であり、災害廃棄物についても

放射能汚染されたものは封じ込めを第一義的対応とすべきで、全国への拡散処理による希

釈的対策を優先させるのは、日本全体に汚染を拡大するにほかなりません。 

 

 災害廃棄物をめぐり被災自治体の首長からも声があがっています。v「市内に瓦礫処理専

門のプラントを作れば、自分達の判断で今の何倍ものスピードで処理ができる」、vi「後２

年でかたづけるという政府の公約が危ぶまれているというが、無理をして早くかたづけな

くてはいけないのだろうか。１０年、２０年かけてかたづけた方が地元にお金が落ち、雇

用も拡大する。税金を青天井に使って全国に運びだす必要がどこにあるのか」と語ってい

ます。 

 また南相馬市の防災林構想は、広域処理が岩手県、宮城県の災害廃棄物の福島県（南相

馬市）での受け入れを想定していないため、瓦礫の確保が困難となっていると言われてい

ます。 

 災害廃棄物の処理に当たっては、復興への再利用の道を開くなど、被災地の要望に耳を

傾け、実態に即したものとなるよう法整備、財政上の措置をとることが必要です。 

 

■濃度規制、総量規制による安全の確保 

 

 環境基本法をはじめ廃棄物処理法などでは、放射性物質は規制の対象から除外されてい

ます。また原子炉等規制法においては、事故により発電所施設外に広範囲に拡散された環

境汚染への対処を想定していません。 

福島第一原子力発電所事故前は、ICRP（国際放射線防護委員会）や IAEA（国際原子力

機関）の示した基準にもとづき、放射性セシウム濃度が 100Bq/kg 以下であれば、放射性

廃棄物として扱わなくても良くvii（クリアランスレベル）、再利用可能としてきました。そ

れを超える場合は、低レベル放射性廃棄物として厳重に管理され、現在も全国の原子力発

電所から排出される放射性廃棄物にはこの基準が適用されています。 

 ところが、昨年 8 月 11 日、国は「災害廃棄物の広域処理の推進について」（環境省）に

おいて、災害廃棄物の焼却灰の放射濃度が 8000Bq/kg を下回る場合は「特段の問題は生じ

ない」として、十分な説明も根拠の明示もないまま、広域処理を推進するために 80 倍の

基準を設けました。 

原子力発電所からの廃棄物は厳重に管理され、その外では８０倍もの基準を適用するこ
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とが本当に安全なのか、また、関西広域連合独自の基準として設けられた 2000Bq/kg が科

学的根拠のある安全な基準なのか、大きな疑問と不安を抱かざるを得ません。 

 

 放射性物質による地域と住民の安全を考える際には、濃度規制と同時に総量規制も必要

であると考えます。 

 濃度のみの規制では、規制値を上回る災害廃棄物や灰を、規制値を下回る通常の廃棄物

や灰と混合、希釈すれば容易に規制値をクリアすることができ、実質的に濃度規制を有名

無実化することが予想されます。 

 私たちは、濃度規制はもとより処分場単位での量的規制や、移送・運搬、焼却場での撹

拌作業など希釈的作業、測定におけるサンプル手法等についての規制などについても厳密

化をはかり、明確化を図ることを求めます。 

 

■災害廃棄物の広域処理に関しての対応 

 

「放射性廃棄物は、封じ込め拡散させないことが原則」を全てのレベルで順守すべきで

す。今回のような非常時でも、国及び東京電力の責任において、近隣に抑え込むとともに、

市民の生活環境に放射性物質が漏れ出すことのないように、国及び東京電力による集中的

かつ長期的な特別な管理を維持・継続することが必要です。 

（１）災害廃棄物であれ焼却灰であれ、その様態に関わらず、国と東京電力の責任で、IAEA

及び原子炉等規制法に基づく基準で処理すること。 

（２）放射性物質の濃度規制だけではなく総量規制を導入すること。 

（３）災害廃棄物の処理については、被災地での処理が迅速に進むよう、国の責任で被災

自治体の支援を行うこと。また災害廃棄物の処理に当たっては、復興への再利用の道

を開くなど被災地の要望を良く聞き対応すること。 

（４）災害廃棄物の処理に際しては、全国的にも地域の雇用と経済に役立つものとし、利

権構造を生み出さないこと。 

（５）災害廃棄物の放射性セシウム濃度の計測方法については、科学的根拠に基づく方法

によるものとするとともに、手順等を明確にして公表すること。 

 

〇住民が安心して生活するために対処すべき事項 

放射能に汚染されていない災害廃棄物など、安全性が確認されたガレキ等の広域処理

については、専門家による委員会の設置のほか、住民への説明と合意が必要です。また、

市民が将来にわたって安心して生活することのできるハード面の条件整備を行うこと

が必要です。 

（１）焼却処理のための設備の基準や、焼却灰の保管や埋立等の処理施設の基準を明確に

し、公表すること。 

（２）事前の環境影響調査及び事後のモニタリング調査については、土壌検査、水質検査

及び大気中の放射性物質降下量の検査を必ず実施すること。また、周辺に汚染が拡大

していないことを定期的に検査してホームページなどで公開し続けること。リアルタ

イムでの監視、情報公開と即自的対応の体制をとること。 
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（３）専門家による委員会の設置にあたっては、内部被爆に関する専門家を加えること。 

（４）住民への説明会は、焼却施設周辺住民だけでなく、広く住民に対して行うこと。 

（５）放射性廃棄物の不法投棄や不適正処理等については、罰則を含めた規制整備を行う

こと。 

 

〇作業に直接かかわる労働者へ安全のために対処すべき事項 

 災害廃棄物の運搬に従事する労働者、焼却施設で働く労働者、保管等に従事する労働

者が安心して働くことのできる条件整備を行うことが必要です。 

（１）放射線被爆を防止するための基準や作業手順について明確にすること。 

（２）作業従事者については、万が一、一般公衆の被爆限度量である１ｍＳｖ／年を超え

る放射線量を浴びる可能性もある。したがって、放射線による健康障害の防止を定め

た労働安全衛生法第２２条に基づく電離放射線障害防止規則を拡大適用すること。 

 

 

以上 

 

 
                                                  
i 1982 年 3 月に設立。近畿２府４県（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）

168 市町村の自治体を対象に、一般廃棄物等、産業廃棄物の海面埋立ての事業をおこなう。  
 
ii 2012 年 1 月 26 日関西広域連合委員会において環境省回答「海面埋立てについては、埋立て

る廃棄物の種類による溶出濃度の違いに加え、埋立て処分場の構造、立地、排水方法、陸地

部分の有無などの違いを考慮することが必要であることから、個別に評価することとしてい

ます」  
 
iii 600 名を超える地元住民が京都地裁に瑞穂産廃処理場建設差止め裁判を起こし、1984 年 1
月に和解。4 項目の和解条項には、「3.本件処分場に埋立てる廃棄物は安全無害なものに限定

する」とされている。  
 
iv 住宅・建築物系の廃棄物 1450 万トン、道路・鉄道系の公共公益系の廃棄物 550 万トンで合

計 2000 万トン。兵庫県の通常のごみ処理量の 8 年分。住宅・建築物系のうち 1359 万トンを

1996 年 12 月 31 日までに処理完了。都市のコンクリートやブロックなどの不燃物ガレキの比

率が高い。  
 
v 2011 年 8 月 戸羽太  陸前高田市長インタビュー  
 
vi 2012 年 2 月 29 日朝日新聞 伊達勝身  岩泉町長  
 
vii 原子力安全委員会の報告書（原子炉施設及び核燃料使用施設の解体等に伴って発生するもの

のうち放射性物質として取り扱う必要のないものの放射濃度について  2004 年 12 月）に基づ

き、クリアランスレベルは、「放射性物質として扱う必要がないもの」として定められていて、

日本では原子炉施設等の解体に伴って大量に発生する金属、コンクリート等について放射性

セシウム濃度では 100Bq/kg と定められている。また、大量に発生するものを対象としてい

るため、今回の「災害廃棄物の広域処理の推進について」では「すくなくとも 10ｔ程度の物

量ごとに平均化された放射能濃度として算出、評価されていることから、少量の部分的な濃

度により評価すべきではないことに留意が必要である。」としている。  


